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改正化審法の体系（平成２３年４月１日～）

○上市前の事前審査及び上市後の継続的な管理により、化学物質による環境汚染を防止。
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新規化学物質

上市

事
前
審
査

一般化学物質

（およそ２８,０００物質）

優先評価化学物質
（１６９物質）

第二種特定化学物質

（２３物質）
人健康影響・生態影響のリスクあり

第一種特定化学物質

（３０物質）
難分解・高蓄積・人への長期毒性又
は高次捕食動物への長期毒性あり

監視化学物質

（３７物質）
難分解・高蓄積・毒性不明

少量新規
（年間１トン以下）

高濃縮でなく低生産
（年間１０トン以下）

中間物等
（政令で定める用途）

低懸念高分子化合物

・製造・輸入許可制（必要不可欠用途以外は禁止）
・政令指定製品の輸入禁止
・回収等措置命令 等

・製造・輸入実績数量、詳細用途等の届出義務

・ 製造・輸入（予定及び実績）
数量、用途等の届出

・ 必要に応じて予定数量の変
更命令

・ 取扱についての技術指針
・ 政令指定製品の表示 等

・ 製造・輸入実績数量・詳細用
途別出荷量等の届出

・ 有害性調査指示
・ 情報伝達の努力義務

・製造・輸入実績数量、用途
等の届出

事
前
確
認
等

国
が
リ
ス
ク
評
価

有
害
性
や
使

用
状
況
等
を

詳
細
に
把
握

環
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中
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を
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把
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中
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※物質数は平成26年6月時点のもの



スクリーニング評価

（長期毒性があればリスクが懸念される化学物質）

リスク評価（一次）

（リスクが十分に低いと言えない化学物質）

有害性調査指示
（製造・輸入事業者に長期毒性試験の実施を指示）

第二種特定化学物質に指定
（必要により、製造・輸入数量を調整）

（リスクが懸念される化学物質）

絞り込み

物質数
評価の
精度

多

少

簡易

詳細

改正化審法における上市後の化学物質のリスク評価の流れ

優先度マトリックスにより、リスクが十分に低
いとは判断できず、さらにリスク評価を行う
必要がある化学物質を絞り込む。

絞り込んだ物質について、
各種のデータを用い、リス
ク懸念の程度を詳細に評
価する。

PRTRデータ

環境モニタリングデータ

有害性データ

詳細用途別出荷量（化審法
に基づく優先評価化学物質
の届出データ）

有害性調査指示による長期毒性試験の
結果を踏まえて最終的にリスクを評価。
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優先評価化学物質に指定

一般化学物質

リスク評価（二次）

物理化学的性状等データ



スクリーニング評価の実施状況
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平成22年度
(平成23年1月審議)

平成23年度
(平成24年1月審議)

平成24年度
(平成24年7月審議)

平成25年度
(平成25年7月審議)

人健康 生態 人健康 生態 人健康 生態 人健康 生態

評価対象の
物質区分

旧二監 旧三監 一般化学物質の一部 届出のあった全ての一般化学物質

曝露情報 平成21年度実績 平成22年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績

有害性情報
二監・三監の
判定根拠

OECD/HPV
判定根拠など

国が保有している・収集した情報で
信頼性等が確認できたもの

評価単位物質 682物質 212物質 109物質 275物質 10,792物質 11,979物質

製造輸入数量
10t超

【評価対象物質】
447物質 166物質 101物質 188物質 7,054物質 7,819物質

優先評価
化学物質

相当

88物質 8物質 46物質 40物質

75物質 20物質 6物質 4物質 31物質 21物質 17物質 23物質

○これまでに４回の合同審議会において、旧法の第二種及び第三種監視化学物質を含め一般
化学物質のスクリーニング評価を実施し、優先評価化学物質相当の物質の判定を行ってい
る。



優先評価化学物質の指定状況
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○合同審議会での判定結果を踏まえ、優先評価化学物質の指定を行っている。
現在、１６９物質が優先評価化学物質に指定されている。

*合計数量は、人健康影響と生態影響の両方で指定された物質の重複を除く。

スクリーニング評価実施時期
（一般化学物質）

平成23年1月 平成24年1月 平成24年7月 - 平成25年7月 平成25年7月

スクリーニング評価実施時期
（新規化学物質）

- - - 平成24年11月 - -

優先評価化学物質指定日 平成23年4月1日 平成24年3月22日
平成24年12月21日
平成25年3月22日

平成25年3月22日 平成25年12月20日 平成26年4月1日

人健康影響から指定された物質 75 6 31 0 15 1

生態影響から指定された物質 20 4 20 1 7 12

指定を取り消した物質 0 1 0 0 2 4

合計 88 8 44 1 20 9

累計 88 95 139 140 160 169



製造・輸入数量の全国合計10t以下の物質

全国推計排出量1t以下の物質
評価Ⅱに進まなかった物質

有害性調査指示
（法第10条第2項)

第
二
種
特
定
化
学
物
質
に
指
定

モニタリングデータの収集
（既往調査が基本）

ＰＲＴＲ情報の収集

ＰＲＴＲ情報による
暴露評価

リスクキャラクタリゼーション

モニタリング結果による
暴露評価

推定排出量
の精査

化審法届出情報による
暴露評価

有害性評価

有害性情報の追加・精査

評価Ⅱ

：審議会の意見の聴取
（法第56条）

推定排出量

有害性評価 暴露評価

優先順位付け

排出地点、排出量、モニタリングデータ等を
精緻化して評価Ⅱを再評価

一
般
化
学
物
質
へ

評価Ⅲ

有害性調査の結果を踏まえて評価Ⅲを再評価

リスク評価（二次）

優先評価化学物質の指定の取消し
（法第11条）

評価Ⅰ

優先評価化学物質の指定の取消し
（法第11条）

第二種特定化学物質の指定（法第2条3
項）について審議会の意見聴取

優先評価化学物質の指定の取消し
（法第11条）

第二種特定化学物質の指定（法第2条3
項）について審議会の意見聴取

第二種特定化学物質の指定（法第2条3
項）について審議会の意見聴取

優先評価化学物質の指定の取消し
（法第11条）

製造数量等の集計等

製造数量等の届出（法第9条）
有害性情報の報告（法第41条）

優先評価化学物質

製造数量等の監視

有害性情報の追加・精査

有害性情報の提出の求め（法第10条第1項） 有害性情報の報告（法第41条）
取扱い状況の報告の求め（法第42条） 自主的な取扱い状況の報告

追加モニタリング等

有害性情報の提出の求め（法第10条第1項） 有害性情報の報告（法第41条）

優先順位や必要な有害性情報の有
無を勘案して順次評価Ⅱへ

暴露評価Ⅰ有害性評価Ⅰ

有害性評価Ⅱ 暴露評価Ⅱ

評価の準備

過去３年以上、製造・輸入数量の全
国合計値10t以下の物質、又は全国
推計排出量1t以下の物質
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段階的なリスク評価の手順フロー



改正化審法における優先評価化学物質の指定とリスク評価の現状

88物質
指定

リスク評価
（一次）
評価Ⅰ

リスク評価（一次）評価Ⅱに着手
18物質（人健康影響11物質／生態影響7物質）

評価Ⅰ段階継続
H23年度実績のデータを

収集し再評価

H23年度

製造・輸入
数量届出
H22年度
実績

リスク評価（一次）評価Ⅱに着手
8物質（人健康影響1物質／生態影響7物質）

リスク評価（一次）
評価Ⅱに着手

リスク評価
（一次）
評価Ⅱ

8物質
指定

（計96物質）

44物質
指定

（計140物質）

リスク評価
（一次）
評価Ⅰ

製造・輸入
数量届出
H23年度
実績

リスク評価
（一次）
評価Ⅰ

製造・輸入
数量届出
H24年度
実績

今後も引き続きスクリーニング評価／リスク評価を実施

H24年度 H25年度 H26年度

評価Ⅰ段階継続
H24年度実績のデータを

収集し再評価

○改正化審法において、スクリーニング評価により指定された優先評価化学物質について、
製造・輸入数量の届出情報等を踏まえ、リスク評価を実施している。
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実施年月 H24.7 H25.7

優先評価化学物質※1 ８７ 物質 ９５ 物質

８６ 物質 ７９ 物質

リスク評価（一次）
評価Ⅰの対象

評価Ⅱに着手する物質
（人健康影響）
（生態影響）

１８ 物質
(１１物質)

(７物質) 

８ 物質
(１物質)
(７物質) 

上記に該当せず、次年度、
引き続き評価Ⅰを行う物質

６３ 物質 ６２ 物質

当面の間、数量監視※2を行い、
次年度、評価Ⅰを行う物質
（全国推計排出量１ｔ以下）

５ 物質 ６ 物質

当面の間、数量監視※2を行い、次年度、評価Ⅰを行う物質
（製造・輸入数量の全国合計値１０ｔ以下）

１ 物質 ２ 物質

リスク評価（一次）評価Ⅰの実施状況

※1・・・H24.7実施では平成23年４月指定物質、H25.7実施では平成23年度までの指定物質が対象
※2・・・過去３年以上、製造・輸入数量の全国合計値が１０ｔ以下の物質、又は全国推計排出量が１ｔ以下の物質につ
いては、化審法第１１条に基づく優先評価化学物質の指定の取消しを行う。

○これまでにリスク評価（一次）評価Ⅰを２回実施している。現在までの通算で、平成２３
年度までに指定された優先評価化学物質計９５物質のうち、製造・輸入数量の全国合計値
が１０ｔ超の９４物質を対象に、詳細用途別出荷量等を用いて、評価Ⅰを実施した。
平成２４年度においては１８物質、平成２５年度においては８物質について新たに評価Ⅱ
に着手することとした。
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リスク評価（一次）評価Ⅱを実施中の優先評価化学物質①
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優先評価化学物質の名称 評価の観点

ヒドラジン 人健康影響

１，３－ブタジエン 人健康影響

ジクロロメタン（別名塩化メチレン） 人健康影響

１，２－ジクロロプロパン 人健康影響

クロロエチレン（別名塩化ビニル） 人健康影響

１，３－ジクロロプロペン（別名Ｄ－Ｄ） 生態影響

エチレンオキシド 人健康影響

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン） 人健康影響

ホルムアルデヒド 人健康影響

アクリル酸ｎ－ブチル 生態影響

アクリロニトリル 人健康影響

ベンゼン 人健康影響

イソプロペニルベンゼン（別名α－メチルスチレン） 生態影響

ｐ－ジクロロベンゼン 生態影響

ｏ－トルイジン 人健康影響

２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール 生態影響

［３－（２－エチルヘキシルオキシ）プロピルアミン］トリフェニルホウ素（ＩＩＩ） 生態影響

４，４’－（プロパン－２，２－ジイル）ジフェノール
（別名４，４’－イソプロピリデンジフェノール又はビスフェノールＡ）

生態影響

○リスク評価（一次）評価Ⅰの結果を踏まえ、リスク懸念があると認められ、評価の優先順位が高いと考
えられる優先評価化学物質から、詳細なリスク評価としてリスク評価（一次）評価Ⅱを進めている。

【平成２４年度より評価Ⅱに着手している物質（１８物質：人健康影響１１物質・生態影響７物質）】

＊

＊ ＊今回の評価審議
対象物質



リスク評価（一次）評価Ⅱを実施中の優先評価化学物質②
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優先評価化学物質の名称 評価の観点

ヒドラジン 生態影響

ブロモメタン（別名臭化メチル） 生態影響

Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 人健康影響

１，２，４－トリメチルベンゼン 生態影響

ナフタレン 生態影響

α－（ノニルフェニル）－ω－ヒドロキシポリ（オキシエチレン）
（別名ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテル）

生態影響

過酸化水素 生態影響

アクリル酸 生態影響

【平成２５年度より評価Ⅱに着手している物質（８物質：人健康影響１物質・生態影響７物質）】

※ヒドラジンは人健康影響においては平成２４年度より評価Ⅱに着手。



リスク評価関連文書の公表状況
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リスク評価関連文書 公表時期

化審法に基づく優先評価化学物質のリスク評価の基本的
な考え方

平成24年1月

リスク評価の手順フロー 平成24年1月

優先評価化学物質のリスク評価手法について 平成24年1月

リスク評価に係る今後の課題 平成24年1月

化審法のリスク評価に用いる排出係数一覧表ver.3 平成25年11月

化審法における優先評価化学物質に関するリスク評価の
技術ガイダンスver1.0 平成26年6月

○リスク評価の基本的な考え方や評価手法などをまとめた文書をまとめ、公表している。
これらの文書に沿って、今後もリスク評価を実施する。


